






 地球温暖化の抑制は、国際政治の緊急の課題に浮上した。今年に入って、EU 首脳会議（3 月）は、2020 年
までに温室効果ガス(GHG)排出量を 1990 年比 20%削減することを決め、6 月のハイリゲンダムサミットでは、
2050 年までに温室効果ガス排出の 50％以上の削減を真剣に検討することを各国首脳が確認した。この流れは、
9 月の国連ハイレベル会合に引き継がれ、さらにバリ島での COP13、来年 6 月の洞爺湖サミットで検討される
ことになろう。このように、温暖化問題は今や人類が直面する緊急の課題と認識されるに至っている。 
 この動きを加速した背景には、「気候変動に関する政府間パネル(Intergovernmental Panel on Climate Change；
IPCC)」の第 4 次報告書の発表がある。IPCC 第 4 次報告書から、私たちは温暖化対策に関する 2 つの視点を導























 一方、こうした提案の実現が決して簡単ではないのもまた事実である。40 年以上先とはいえ、世界の CO2
排出を半分以下にするのはとてつもない目標である。わが国の 2005 年度における温室効果ガスの総排出量は、
削減目標の 6%削減どころか、基準の 1990 年と比べて 7.8%も増えている。日本の産業界は、乾いた雑巾を絞る
といわれるくらいの努力をして、世界トップの省エネを達成してきたが、それをさらに半減するためには、も
のの生産に使うエネルギー効率を少なくとも 2 倍にするといった根本的な改革が必要である。その上に、先進
国がさらに高い目標をめざすことになれば、現在の生産や消費、交通、地域社会のあり方を根本的に変えて、
循環型で環境負荷の少ない社会にしなければ達成できない。こうした社会は低炭素社会と呼ばれ、国際的に認
知された言葉になりつつあるが、国際社会は、長い時間をかけて、世界の低炭素社会化と安全な社会を確保す
る適応策の実施をあわせてめざすことになろう。 
